
令和８年度飯豊町中小企業振興事業費補助金交付要綱 
 
（趣旨） 

第１条　この要綱は、中小企業が地域経済において果たす役割に鑑み、本町経済の活性化と町

民生活の向上に資することを目的として、飯豊町中小企業振興条例施行規則（平成２５年規

則第１８号。以下「施行規則」という。）第７条に規定する飯豊町中小企業振興事業費補助金

（以下「補助金」という。）を予算の範囲内で交付することに関し、飯豊町補助金等の適正化

に関する規則（昭和５３年規則第３号。以下「規則」という。）及び施行規則に定めるものの

ほか、必要な事項を定めるものとする。 
（補助対象者） 

第２条　補助金の交付の対象となる者は、次の要件をすべて満たす者とする。 
(1)　中小企業基本法（昭和３８年法律第１５４号）第２条第１項各号に規定する中小企業者 
で、町内に事業所（従業員のいない倉庫等は除く。）を有し本社を置く企業及び町内に本社

を有することが確実な企業、町内に住所を有する個人及び町内に住所を有することが確実

な個人並びにその他これに準ずる組織で町長が認める組織等。ただし、企業に勤務する全

従業員のうち町内の事業所にその５割以上が勤務する企業、企業の全生産額、出荷額又は

販売額のうち町内の事業所においてその５割以上を生産、出荷又は販売する企業は町内に

本社を置く企業とみなす。 
(2)　国税及び地方税（国民健康保険税を含む。）並びに介護保険料、水道料及び保育料等行

政サービスを受ける上で町に納付義務が発生している全ての公的な納付金に滞納がない者 
（補助対象事業等） 

第３条　補助金の交付の対象となる事業（以下「補助事業」という。）は、次の各号に掲げる事

業とし、補助事業の内容、補助要件、補助対象経費、補助率及び補助限度額は、別表に定め

るところによる。 
(1)　人材確保支援事業 
(2)　創業支援事業 
(3)　商業活性化支援事業 

２　別表の規定にかかわらず、他の補助金等による助成がある場合は、補助対象経費からその

補助金等の額を控除するものとする。 
３　補助対象経費は、交付決定以後に行った契約等により発生した経費とする。 
４　補助金の額は、前項に規定する補助対象経費に補助率を乗じて算出した額と補助限度額の

いずれか低い額とする。この場合に、その算出した補助金の額に１，０００円未満の端数が

生じたときは、これを切り捨てるものとする。 
（補助金交付申請） 

第４条　補助金の交付を受けようとする者（以下「補助事業者」という。）は、町長が別に定め



る日までに、補助金交付申請書（様式第１号）に次に掲げる書類を添え、町長に申請しなけ

ればならない。 
(1)　補助事業計画書（様式第２号） 

(2)　国税及び地方税の納税証明書（未納税額のない証明用） 

(3)　前事業年度の収支（損益）計算書又はこれに相当する書類 

(4)　前事業年度の貸借対照表及び財産目録又はこれらに相当する書類 

(5)　経営計画書 

(6)　補助事業の概要を示す図面、仕様書、見積書及び参考図書等 

(7)　法人にあっては当該法人の登記事項証明書及び定款の写し 

(8)　その他町長が必要と認める書類 

２　補助事業者は、前項の申請書類を提出するに当たって、当該補助金に係る消費税仕入れ控

除税額（補助対象経費に含まれる消費税及び地方消費税に相当する額のうち、消費税法（昭

和６３年法律第１０８号）に規定する仕入れに係る消費税額として控除できる部分の金額と

当該金額に地方税法に規定する地方消費税率を乗じて得た金額との合計額に補助率を乗じて

得た金額をいう。以下同じ。）を減額して申請するものとする。ただし、申請時において当該

補助金に係る消費税仕入れ控除税額が明らかでない場合については、この限りでない。 
（補助金交付決定） 

第５条　町長は、前条の規定による補助金交付申請があったときは、施行規則第８条に規定す

る飯豊町中小企業振興事業費補助金審査委員会（以下「審査委員会」という。）においてその

内容を審査し、審査の結果、交付を決定した場合は、補助金交付決定通知書（様式第３号）

により、不交付を決定した場合は、不交付決定通知書（様式第４号）により補助事業者に通

知するものとする。 
（変更承認の申請等） 

第６条　補助金の交付決定を受けた補助事業者が、補助事業の内容又は経費の変更をする場合、

又は補助事業を中止しようとするときは、あらかじめ補助金変更（中止）承認申請書（様式

第５号）を町長に提出し承認を受けなければならない。ただし、軽微な変更については、こ

の限りでない。 
２　町長は、前項の申請を受けたときは、速やかにその内容を審査し、その結果を補助金変更

（中止）承認通知書（様式第６号）により通知するものとする。 
（経費の配分等の軽微な変更） 

第７条　前条第１項に規定する軽微な変更とは、次の各号のいずれかに該当する場合をいう 
(1)　補助事業の目的達成に支障をきたすことなく、かつ、事業の能率低下をもたらさない細

部について変更を行う場合 
(2)　補助対象経費の２０％以内の額を変更する場合 
（実績報告） 



第８条　補助事業者は、補助事業が完了したときは、補助事業実績報告書（様式第７号）に次

に掲げる書類を添え、当該補助事業が完了した日から３０日を経過した日又は令和９年３月

１５日のいずれか早い日までに町長に提出しなければならない。 
(1)　補助事業完了明細書（様式第８号） 
(2)　経費の区分及び金額等を確認できる書類（契約書等） 

(3)　事業実施状況を撮影した写真等 

(4)　取得財産等管理台帳（様式第１４号） 

(5)　その他町長が必要と認める書類 
２　第４条第２項ただし書きの規定により交付申請した補助事業者は、前項の実績報告書類を

提出するに当たって、当該補助金に係る消費税仕入れ控除税額が明らかである場合には、こ

れを補助金額から減額して報告しなければならない。 
３　第４条第２項ただし書きの規定により交付申請した補助事業者は、第１項の実績報告を提

出した後において、消費税及び地方消費税の額の申告により当該補助金に係る消費税額仕入

控除税額が確定した場合には、その金額（前項の規定により減額した場合にあっては、その

金額が減じた額を上回る部分の金額）を消費税仕入控除税額報告書（様式第９号）により速

やかに報告し、町長の返還命令を受けてこれを返還しなければならない。 
（補助金の額の確定） 

第９条　町長は、前条の報告を受けた場合においては、補助事業実績報告書等の書類の審査及

び必要に応じて行う現地調査等により、その報告に係る補助事業の成果が補助金の交付の決

定の内容及びこれに付した条件に適合すると認めたときは、交付決定の範囲内で交付すべき

補助金の額を確定し、当該補助事業者に通知するものとする。 
（補助金の交付） 

第１０条　補助金は、前条の規定による補助金の額の確定後において交付するものとする。た

だし、規則第１２条第２項に規定する補助事業状況報告書（様式第１０号）及び補助事業実

施明細書（様式第１１号）に関係書類を添えて町長に報告したうえで、町長が、補助事業の

遂行上特に必要があると認めたときは、補助事業の実施状況に応じた額の補助金を、交付決

定した額の２分の１の範囲内で概算払することができるものとする。 
（補助金の請求） 

第１１条　補助事業者は、第９条に規定する補助金の額の確定通知を受理した場合は、速やか

に補助金精算払請求書（様式第１２号）を町長に提出しなければならない。 
２　補助事業者は、第１０条のただし書の規定により概算払を受けようとするときは、補助金

概算払請求書（様式第１３号）を町長に提出しなければならない。 
（決定の取消等） 

第１２条　町長は、補助事業者が次の各号のいずれかに該当すると認めたときは、補助金の交

付決定の全部又は一部を取り消し、又は変更し、すでに交付した補助金を返還させることが



できる。 
(1)　補助事業者が、法令又は規則若しくは町長の処分又は指示に違反したとき。 
(2)　補助事業者が、規則第２２条ただし書に規定する町長が定める期間を経過しない内に、

補助対象となった建物、機械及び設備等を、補助事業以外の用途に使用、廃止、売却

（第６条第１項の場合を除く。）又は町外へ移転等した場合 
(3)　補助事業者が、当該補助事業に関して不正、その他不適当な行為をした場合 

(4)　国税又は地方税等の滞納があった場合 
（取得財産の管理） 

第１３条　補助事業者は、補助事業により取得し、又は効用の増加した財産について、善良な

管理者の注意をもって管理しなければならない。 
２　補助事業者は、前項の財産について、取得財産等管理台帳（様式第１４号）を備え、適切

に管理しなければならない。 
（財産処分の制限） 

第１４条　本事業により取得した取得価格が２０万円以上の機械器具及び施設は、規則第２２

条第２号及び第３号に規定する町長が指定する財産とする。 
２　規則第２２条ただし書の規定により町長が定める期間は、減価償却資産の耐用年数等に関

する省令（昭和４０年大蔵省令第１５号）に定める耐用年数を経過するまでの期間とする。 
３　規則第２２条の規定により町長の承認を受けようとするときは、財産処分承認申請をしな

ければならない。 
４　町長は、前項の承認をする場合、交付した補助金の全部又は一部に相当する金額を町に納

付させることができるものとする。 
（成果の報告） 

第１４条　補助事業者は、町長が必要と認めるときは、事業の成果による収益等について報告

しなければならない。 
（委任） 

第１５条　この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、別に定める。 
 

附　則 
この要綱は、令和８年４月２３日から施行する。 



別表 

 補助事業 補助事業の内容 補助要件 補助対象経費
補助率及び     
補助限度額

 

人材確保支援

事業

事業者が行う人材

確保及び人材育成

に係る事業経費を

補助するもの

①人材確保事業 
町内事業所への採用

及び配属を目的とし

ていること 
 

②人材育成事業 
町内事業所の経営者

及び従業員を対象と

して実施すること

①：就職・転職サイト

掲載費、就職・転

職マッチング手

数料、合同企業説

明会等への参加

費、ホームページ

やパンフレット

等の作成に要す

る費用 
 
②：人材育成を目的

とした教育・研

修・資格取得に

要する費用

①：補助対象経費

の 1/2 以内の

額。補助限度

額 100 万円 
 
 
 
 
 
 
②：補助対象経費

の 1/2 以内の

額。補助限度

額 10 万円

 

創業支援事業

町内で創業や産業

分類が異なる新し

い業種（日本標準産

業分類の中分類以

上。ただし、建設業

の場合は大分類以

上）を開始する事業

経費を補助するも

の

①新規創業者（法人） 
次の要件を満たすこ　　　　

と 
・新たに町内に会社を

設立し事業を開始す

るものであること 
・中小企業基本法第２

条第５項に規定する

小規模企業者にあっ

ては、商工会等の指

導及び助言を得て経

営計画書を作成する

こと 
 

②新規創業者（個人） 
次の要件を満たすこ　　　　

と 
・事業を営んでいない

個人で新たに事業を

開始する者 
・中小企業基本法第２

条第５項に規定する

小規模企業者にあっ

ては、商工会等の指

導及び助言を得て経

営計画書を作成する

こと 
 
③既創業者（法人） 

①の要件を満たした

うえで、令和７年８

月３０日以降に創業

したもの 
 

④既創業者（個人） 
②の要件を満たした

うえで、令和７年８

月３０日以降に創業

創業や新しい業種で

事業を開始するため

に必要な経費（施設

整備費、機械装置費、

備品費、広告宣伝費、

調査費、委託費、印刷

費等）

①：補助対象経費

の 1/2 以内の

額。補助限度

額 200 万円 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
②：補助対象経費

の 1/2 以内の

額。補助限度

額 100 万円 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
③：補助対象経費

の 1/2 以内の

額。補助限度

額 200 万円 
 
 
④：補助対象経費

の 1/2 以内の

額。補助限度

額 100 万円 



 したもの 
 

⑤事業承継による新規 
創業者（法人） 
①若しくは③の要件

を満たすこと 
 
⑥事業承継による新規 

創業者（個人） 
②若しくは④の要件

を満たすこと

 
 
⑤：補助対象経費

の 1/2 以内の

額。補助限度

額 200 万円 
 
⑥：補助対象経費

の 1/2 以内の

額。補助限度

額 100 万円

 

商業活性化支

援事業

既存企業等が事業

機能の強化・向上

（経営改善、売上増

加、顧客の利便性向

上等）を目的に行う

事業経費を補助す

るもの。 
ただし、申請は補助

対象経費①～③の

うち１つまでとす

ること

・中小企業基本法第２

条第５項に規定する

小規模事業者にあっ

ては、商工会等の指

導及び助言を得て経

営計画書を作成する

こと 
・店舗改修等のハード

事業を行う場合は、

町内事業者と工事請

負契約を締結するこ

と 
・機械器具や備品等は、

可能な限り町内事業

者から調達すること 
・広告宣伝物に係る印

刷物は、可能な限り

町内事業者に発注す

ること 
・補助対象経費①につ

いて、機能強化の効

果や導入に伴う数値

目標を示すこと 
・補助対象経費③につ

いて、商品提供期間

を一定期間設けるこ

と 
・補助対象経費③につ

いて、新商品の完成

に至らなかった場合

は課題を明確にし、

事業実績報告時に商

品化に向けた道筋を

示すこと

①一般機能強化費 
店舗等改修費、機

械器具及び備品等

の購入費、広告宣

伝費、その他事業

機能強化に資する

と認められるもの 
 

②デジタル化推進費 
キャッシュレス決

済の導入経費、Ｅ

Ｃ販売システム導

入経費、デジタル

オーダーシステム

導入経費、その他

デジタル化に資す

る経費 
（システム等導入

に伴うＰＣ・タブ

レット等の購入経

費は対象とする

が、ＰＣ・タブレッ

ト等ハード機器の

みの購入の場合は

対象外） 
 

③新商品開発費 
新商品開発に係る

経費（専門家相談

経費、試作品作成

に係る設備使用

料、プロモーショ

ン経費等）

補助対象経費の

1/2以内の額。補助

限度額 30 万円 


